
 

ⅢⅢ．．厳厳ししいい大大都都市市のの財財政政状状況況 

 

大都市としての集積性・高次性・中枢性や都市的課題の存在を背景として、様々な形で大都市特有

の財政需要が生じており歳出増の要因になっている。しかし、これに対応した税財政制度が確立してい

ないために必要な歳入が確保されず、また、インフラ整備のためなどに多額の起債をせざるを得ないの

で債務残高が膨れ、大都市は全国と比較して厳しい財政状況にある。 

 

①大都市特有の財政需要による高い歳出水準 

一般市では、都市の規模が大きくなるに従い、スケールメリットにより人口一人当たり

歳出額が小さくなる傾向にある。しかし、指定都市は、法人需要への対応、都市インフラ

の整備・維持や都市的課題などへの対応に要する土木費や民生費などの大都市特有の財政

需要のほか、道府県から移譲されている特例事務があることから、人口一人当たり歳出額

は大きくなる。 

 

【都市規模に対応した歳出構造（人口一人当たり歳出額 千円）】 

 

 

 

 

35.5 40.1 40.5 40.9 54.1
76.3

192.8
168.0

142.8
160.0

157.4

161.7

35.6

35.2

35.4

30.3
33.0

42.9
23.7

11.0

8.4

4.1
10.0

13.5

62.6

43.6

39.5
32.6

43.7

50.1

85.9

44.6

43.4 38.6

48.0

56.4

20.4

21.1

20.6 15.8

27.2

46.7

57.3

36.9

29.0
23.1

35.3

49.6

513.8

400.5

359.6 345.4

408.7

497.2

0

100

200

300

400

500

600

指定都市 中核市 施行時特例市 一般市

（20万以上）

一般市

（10万以上20万未満）

一般市

（10万未満）
(千円）

議会費・総務費 民生費 衛生費 商工費

土木費 教育費 その他 公債費

*令和元年度市町村別決算状況調 

スケールメリットを上回る都市的需要や事務配分の特

例により、指定都市では一人当たりの歳出水準が高い 
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②税収の割合が低く、多額の起債が必要になる歳入構造 

 

 

 

 

【都市規模に対応した歳入構造（歳入額の構成比）】 

 

 

 

【人口一人当たり起債額】
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起債依存度の

高い財政運営 

自主的な財政運営に

適さない歳入構造 

歳入全体に占め

る市税収入の割

合は、施行時特

例市や一般市

(20 万人以上)

を下回る水準 

*令和元年度市町村別決算状況調 

指定都市においては、歳入全体に占める市税収入の割合が、施行時特例市や一般市（２０万

人以上）を下回る水準であり、大都市特有の財政需要に対応する税財政制度が確立していない

ため、地方債等への依存度が高く、自主的な財政運営に適した歳入構造となっていない。 

*令和元年度市町村別決算状況調 
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③大都市特例事務に係る税制上の措置不足 

道府県から権限移譲された大都市特例事務の財政負担については、歳出に見合うだけの

歳入が税制上は措置されていない。 

 

【大都市特例事務に係る税制上の措置不足額】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④配分割合の低い市域内税収* 

全国における市町村税の配分割合は１９．９％と低い水準となっており、平成２９年度

に道府県から教職員の給与負担に係る経費分の税源移譲がなされた指定都市においても、

２１．０％となお低い配分割合にとどまっている。 

*国税・道府県税については、税務署統計資料等から各種指標を用い按分するなどして試算した推計値 

 

【指定都市域内税収の配分状況】 

 

市税

5兆9,650億円（21.0%）

市町村税

20兆5,079億円（19.9%）

道府県税

3兆9,111億円（13.7%）

都道府県税

20兆7,036億円（20.0%）

国税

18兆6,083億円

（65.3%)

国税

62兆1,751億円

（60.1%）

*令和元年度決算 

計 28 兆 4,844 億円 計 103 兆 3,866 億円 

指定都市 全国 

*令和 3年度予算による概算 

道府県に代わって負担している 

大都市特例事務に係る経費 

（特例経費一般財源等所要額） 
注 県費負担教職員の給与負担 

に係る経費を含まない。 

 

  

税税制制上上のの措措置置不不足足額額  

  

税税制制上上のの措措置置済済額額  

  

＜＜地地方方自自治治法法にに基基づづくくもものの＞＞  

児児童童福福祉祉  

民民生生委委員員  

身身体体障障害害者者福福祉祉  等等  

＜＜個個別別法法にに基基づづくくもものの＞＞  

土土木木出出張張所所  

衛衛生生研研究究所所  

定定時時制制高高校校人人件件費費  

国国・・道道府府県県道道のの管管理理  等等  

約約４４，，００００００億億円円  約約２２，，５５００００億億円円  

約約１１，，５５００００億億円円 

左の経費に対する 

税制上の措置 

注 県費負担教職員の給与負担に係る経費に対す 

 る道府県から指定都市への税源移譲相当額 

 （交付金）については市税に含まれている。 
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⑤大都市における財政状況の悪化 

指定都市では、多額のインフラの整備費が必要であることから、人口一人当たり地方債

現在高が突出して高く、地方債償還額も大きくなるため実質公債費比率も高い水準にある。

更に、指定都市では大都市特有の財政需要に対応する税財政制度が確立していないため、

経常収支比率が高いなど厳しい財政状況となっている。 
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*令和元年度市町村別決算状況調 

【経常収支比率】 

【実質公債費比率】 

【人口一人当たり地方債現在高】 

厳しい 

財政状況 
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